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  日本におけるギャップイヤーの 

       現状と整理 
  

   

2012年7月13日 

「新しい公共」の 

ギャップイヤー・イベント 

  砂田薫（JGAP代表理事、早大招聘研究員、朝日新聞社社友） 

“人材育成機能とキャリア形成機能” 

国内外の活動ブランド：
「ギャップイヤー・ジャパン 
GAPYEAR JAPAN」 
（商標登録出願中）
http://japangap.jp/ 

 

（2011年6月ギャップイヤー啓発イベント） 



この１年のＧＹの動向～“産官学民”の各セクターで話題 
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２０１１年２月１６日 一般社団 日本ギャップイヤー推進機構協会（略称：ＪＧＡＰ）設立 
３月１１日 東日本大震災 
３月１７日 経産省主催の「ソーシャル・ビジネス・メッセ」（東京・青山）急遽中止 
６月１３日  ＪＩＣＡ・ＪＧＡＰ等が協賛してＧＹ啓発シンポジウム実施（参加者：満員３００名超） 
６月１６日  経団連「グローバル人材の育成に向けた提言」発表 
「英国等では、学生がＧＹを取得し、一定期間（通常１年間）が推奨されている。 
わが国でも、学生が国内外で本格的にボランティア活動等に従事できるよう、(中略)導入する 
ことも検討に値する。その際、企業側には、そうした学生の多彩な経験を採用活動において 
積極的に評価する姿勢が求められる」 
６月２２日 政府「グローバル人材育成推進会議（議長：枝野官房長官）」の「中間まとめ」発表 
「海外へ出たことによる不利益の是正」の項目で、企業の雇用慣行として、卒後3 年以内の 
卒扱い、通年採用、及びGY等を普及・促進する」と表記。 
７月１日  東大の「全学秋入学＋半年ＧＹ」の２点セット検討が表面化 
７月１０日 「労働経済白書（厚労省）」に、「職業観養成にＧＹ導入が有効」と提言 
８月３日 朝日新聞全国版に「私の視点」に「寄り道評価する（ＧＹ）文化を」が掲載 
拠点１３大学と経団連が「第２回グローバル30産学連携フォーラム」を主催。 
ＧＹ経験者への産業界からの期待・可能性（プラス評価等）が語られた。 
  

 
１２月２２日 国家戦略室「日本再生の基本戦略」でもＧＹが議論 
２０１２年２月１日 NHKテレビ２１時「ニュース９」内で空白期間の積極的活用で、砂田コメント 
３月２９日 東大「全学秋入学＋半年GY構想」の最終報告書を浜田総長が受理 
４月１日 経産省が学生・若手社会人向けに海外無償インターンの「ギャップイヤー」予算付け 
５月３１日 JGAP１周年「高等教育セミナー」開催（朝日新聞「読者ホール」 朝日新聞社後援） 
６月４日 JGAP協力 ブリティッシュ・カウンシル・明大主催の「ギャップイヤー・セミナー」開催 
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JGAPの公式ウェブサイト 



JGAPのギャップイヤーの３大ミッション（１年を総括） 

 
・研究 
 
・推進 
 
・啓発 
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○シンクタンク部門の「ギャップイヤー総研」 研究機能とデータ公表 
→http://japangap.jp/institute/index.html  

○論文「ギャップイヤー導入による国際競争力を持つ人材の育成」（日本学生支援機構「留学交流３月号」） 
→http://japangap.jp/info/2012/03/post-39.html  

○BLOGOS ギャップイヤー関連記事配信１０本以上 
→http://blogos.com/blogger/krisyoyogi/article/  

 

 
産（経団連、経済同友会、京都経済同友会） 
学（東大、京大、関学、京都市内大学）琉球大学のキャリア論で、ギャップイヤー 

官（国家戦略室、経産省、文科省、京都府）※卒業後GYでは今後厚労省にコンタクト 

メディア（新聞・放送・雑誌等） 
 「私のGAP YEAR 時代」長編インタビュー １２本 

→ http://japangap.jp/gapyear/     

ＨＲＷ日本代表で弁護士の土井香苗さん（東大4年時にアフリカで１年、卒業後無職１年）や、ＮＨＫ出身の自殺防止活動ＮＰＯのライフリンク
代表清水康之さん（高校中退、日米２大学転学）、「産後ケア」の領域を開拓したNPOマドレボニータの吉岡マコ代表、ＴＦＴ代表の小暮真久さ
ん（豪州大学院5年）、７年間の通訳フリーター経験もある石倉洋子教授。軽井沢でインターナショナル・スクールの小林りんさんなど。 

ｴｯｾｲ「フロンティア・フォーラム」７０本 ロンドンの寺田さんの「いいね！」が900個
→http://japangap.jp/essay/2012/04/post-21.html   

JGAPニュース ギャップイヤー関連１００本 →http://japangap.jp/info/index.html  

JGAP１周年記念の「親子で考える明日の“高等教育”」ｾﾐﾅｰ（後援：朝日新聞社） 
パネルディスカション・講演 
例）地域科学研究会・高等教育情報センター主催 

テーマ：「日本型秋入学を拓く～グローカル人財育成と教育責任・社会インフラ」 
パネリスト：石塚 公康 氏 ／ 読売新聞 東京本社 教育企画取材班 記者 中津 将樹 氏 ／ 国際教養大学 入試室長 是永 駿 氏 ／ 立命館アジア太
平洋大学 学長 砂田 薫 氏 ／（般社）日本ギャップイヤー推進機構協会（ＪＧＡＰ） 代表理事 井上 洋 氏 ／（社）日本経済団体連合会 社会広報本部 

本部長※司 会 青野 友太郎氏／ 地域科学研究会 高等教育情報センター 

メディア対応（取材に協力・取材を受ける）NHK（「ニュース９」、「オトナのトビラ」等）・TBS（「ニュースの視点」３０分

の番組ゲストで、大学秋入学とギャップイヤーを解説）・「紙上対談」（→ http://japangap.jp/info/2012/03/post-38.html ） ２本含め、40回以上 

 

日本初のギャップイヤーの非営利社団法人： http://japangap.jp/ 

国内外の活動ブランド：「ギャップイヤー・ジャパン GAPYEAR JAPAN」（商標登録出願中） 
 

http://japangap.jp/essay/2012/04/post-21.html
http://japangap.jp/essay/2012/04/post-21.html
http://japangap.jp/essay/2012/04/post-21.html
http://japangap.jp/info/index.html


ＢＬＯＧＯＳだけでも10,000ＰＶ（閲覧ページ数）、同一人が２割複数回

読んだとしても公式ウェブ加えると１万人以上の人が読んだことになり
、注目度合いがわかる。公式ウェブは１年で“メディア”になった。 
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A gap year is therefore defined in this report as “any period of time 
between 3 and 24 months which an individual takes ‘out’ of formal 

education, training or the workplace, and where the time out sits in the 
context of a longer career trajectory 

２００４年ロンドン大学Andrew Jones教授の 

英国・教育技能省受託研究「ギャップイヤーの概念図」 

「ギャップイヤー」の定義は、親元・教員から離れた非日常下
での「ｲﾝﾀｰﾝ・ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ・国内外留学（課外）」（期間3-24ヶ月） 

ボランティア 

インターン（アルバイト） 

国内外留学 

（課題持ったワーキングホリデー） 

（研修旅行、目的持ったバックパック） 

PBL、 

サービス・ラーニング 

  キャップストーン 

アクション・ラーニング 
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（自分探しの旅、レジャー活動） 

（親元離れた、教員から独立した） 

教育性 

（語学留学） 

余暇性 
関連概念 

※（注）所属や休学のあるなし 

は、定義には含まれない 



ギャップイヤーの階層イメージ 

大学運営 

のプログラム 

参加者が立案し、 

大学に提示 

（一部単位取得も） 

自主的・計画的に行う武者修行 

（形態は、ワーキング・ホリデー、計画性ある 

バックパッカー、語学研修、スポーツ留学等） 

自分探しの国内外の旅、放浪、ヒッチハイク、レジャー 

（スキューバダイビング、トレッキング等）、自動車免許取得等 

自由度・ 
課外授業性 

低 

高 

計画性・研修性 

単位取得可能性 

高 

低 

日本の教育現場のコンセンサスは、赤い破線の第３階層までか？文化・慣習として定着して 

くると、第４層も認識されることになる。第１階層はプリンストン大、２は国際教養大等がモデル 

制度（学内・奨学金）・研修 

文化・慣習 

copyright 
“親元・教員から離れた、３ヶ月以上のインターン・ボランティア・国内外留学（正規外）” 
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豪高校卒業後の学習意欲とその成績の関係調査（2,500人） 

ギャップイヤー経験大学生＞未経験大学生 
就学後のモチベーションが高く、企画力・忍耐力・適応能力、
時間管理力等が高いことを統計的に立証された。 
（2010年世界教育心理学会のシドニー大学 Andrew J. Martin教授の査読論文） 

 
 

ハーバード・プリンストン・ＭＩＴ等米国の大学のギャップイヤー導入の目的は、「学生のバーン
アウトと中退防止効果」だったが、この論文の発表で、導入が積極的・加速的になると予測。 
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  Peter Slowe博士 

 前オックスフォード地理学教授、トニーブレイア首相時の経済政策顧問 

  「この調査結果は、ギャップイヤーの価値を疑っている人の目を見開
かせた。ギャップイヤー経験は、学位と同等以上の評価だった。アジア
・アフリカ・南米での医療ケアプロジェクト・英語授業・遺跡保存運動等
のボランティアの成功談は多く届いている。厳しい就職市場の中にあ
って、他人より印象深く、また秀でていることが求められる中、ギャップ
イヤー経験をする若者を後押しするものとして歓迎したい」 

            
 

英国経営者（250社）の６割が、新規入社採用 

で、大学学位と同等かそれ以上に 

「ギャップイヤー経験」を重視 
                                        2011年1月英国団体調査 

英国独立系ＧＹプログラム団体（ 非営利Projects Abroad社、1992年設立）の英国企業 
（各業界250社回答、調査実施日：2010年12月29日～2011年1月12日）へのアンケート結果 

（出所：２０１１年1月31日付 realiwreプレスリリース） 9 


